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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期
第２四半期
連結累計期間

第58期
第２四半期
連結累計期間

第57期

会計期間
自2020年4月 1日
至2020年9月30日

自2021年4月 1日
至2021年9月30日

自2020年4月 1日
至2021年3月31日

売上高 （千円） 1,726,488 1,776,814 3,252,413

経常利益 （千円） 214,783 245,050 349,721

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（千円） 154,083 162,692 211,758

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 185,487 185,733 333,494

純資産額 （千円） 5,049,715 5,304,420 5,158,205

総資産額 （千円） 6,092,479 6,412,563 6,227,788

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 58.48 61.75 80.38

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 82.6 82.4 82.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 176,322 195,824 330,514

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △417,822 △74,291 △461,974

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △39,628 △39,513 △79,137

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 1,074,803 1,228,364 1,151,440

 

回次
第57期
第２四半期
連結会計期間

第58期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2020年7月 1日
至2020年9月30日

自2021年7月 1日
至2021年9月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 23.48 20.76

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．当社は、2020年10月1日付で普通株式1株を2株とする株式分割を行っております。これに伴い、第57期の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、依然として厳

しい状況にあります。直近では、各種政策の効果や海外経済の改善もあって、持ち直しの動きが続くことが期待さ

れますが、製造業では半導体部品を始めとする一部の製造部品の不足により、生産活動が停滞するといった悪影響

が顕在化しており、先行きが不透明なまま推移しております。

このような経済状況のもとで、当社グループは「接着・樹脂加工を基盤とし、拠点相互のネットワークを最大限

活かした成長事業、新規事業とグローバル展開」を基本方針として、「ソリューションビジネスの展開」「グロー

バル展開の推進」「成長事業・新規事業推進」「生産の合理化」「共感力の浸透」を目標に取り組んでまいりまし

た。

当第２四半期連結累計期間は、ディスプレイガラス向け研磨部材の販売が堅調に推移したほか、自動車・鉄鋼業

界を中心にベルト関連製品の受注が底堅く推移しました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は1,776百万円（前年同四半期比2.9％増）、営業利益は223百

万円（前年同四半期比12.5％増）、経常利益は245百万円（前年同四半期比14.1％増）、親会社株主に帰属する四

半期純利益は162百万円（前年同四半期比5.6％増）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 

総合接着・樹脂加工

総合接着・樹脂加工につきましては、ディスプレイガラス向け研磨部材の販売が堅調に推移したほか、自動車・

鉄鋼業界を中心にベルト関連製品の受注が底堅く推移しました。以上の結果、売上高は1,516百万円（前年同四半

期比8.6％増）となりました。

 

特殊設計機械

特殊設計機械につきましては、新型コロナウイルス感染症による設備投資の先送りや凍結の影響がありました。

以上の結果、売上高259百万円（前年同四半期比21.1％減）となりました。

 

　財政状態の状況

（資産）

当第２四半期連結会計期間末の資産につきましては、前連結会計年度末に比べて184百万円増加し、6,412百万円

となりました。このうち、流動資産につきましては、前連結会計年度末に比べて153百万円増加し、3,022百万円と

なりました。これは主に、現金及び預金が76百万円、受取手形、売掛金及び契約資産が122百万円増加したこと

（前連結会計年度末の受取手形及び売掛金との比較）によるものであります。また、固定資産につきましては、前

連結会計年度末に比べて31百万円増加し、3,390百万円となりました。これは主に、建設仮勘定が44百万円増加し

たことによるものであります。

 

（負債）

当第２四半期連結会計期間末の負債につきましては、前連結会計年度末に比べて38百万円増加し、1,108百万円

となりました。このうち、流動負債につきましては、前連結会計年度末に比べて40百万円増加し、715百万円とな

りました。これは主に、未払法人税等が15百万円、賞与引当金が10百万円増加したことによるものであります。ま

た、固定負債につきましては、前連結会計年度末に比べて1百万円減少し、392百万円となりました。これは主に、

退職給付に係る負債が7百万円増加したものの、役員退職慰労引当金が10百万円減少したことによるものでありま

す。
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（純資産）

当第２四半期連結会計期間末の純資産につきましては、前連結会計年度末に比べて146百万円増加し、5,304百万

円となりました。これは主に、利益剰余金が123百万円増加したことによるものであります。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べて76百万円増加し、1,228百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、前年同四半期に比べ19百万円増加し、195百万円となりました。これは主に、

税金等調整前四半期純利益が244百万円計上されたことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は、前年同四半期と比べ343百万円減少し、74百万円となりました。これは主に、

有形固定資産の取得による支出が72百万円計上されたことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は、前年同四半期に比べ0百万円減少し、39百万円となりました。これは主に、配

当金の支払額が39百万円計上されたことによるものであります。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、11百万円であります。なお、当第２

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,360,000

計 7,360,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2021年9月30日）

提出日現在発行数（株）
（2021年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,634,800 2,634,800
名古屋証券取引所

市場第二部

単元株式数は100株

であります。

計 2,634,800 2,634,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年7月1日～

2021年9月30日
－ 2,634,800 － 179,605 － 321,531
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（５）【大株主の状況】

  2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

　株式会社ＫＡＹ 　名古屋市中村区野田町字中深30番地 978,400 37.14

　神田くみ子 　名古屋市中村区 247,300 9.39

　光通信株式会社 　東京都豊島区西池袋一丁目4番10号 227,200 8.62

　神田亜希 　名古屋市中村区 148,220 5.63

　神田有華 　名古屋市中村区 148,220 5.63

　ポバール興業従業員持株会 　名古屋市中村区野田町字中深30番地 99,240 3.77

　神田隆生 　名古屋市中村区 78,360 2.97

　神田誠太郎 　名古屋市中川区 72,000 2.73

　堀田忍 　愛知県稲沢市 72,000 2.73

　中島幸子 　愛知県北名古屋市 67,040 2.54

計 － 2,137,980 81.15

 

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2021年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,633,800 26,338 －

単元未満株式 普通株式 800 － －

発行済株式総数  2,634,800 － －

総株主の議決権  － 26,338 －

（注）1．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式26株が含まれております。
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②【自己株式等】

2021年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

ポバール興業株式会社
名古屋市中村区野田

町字中深30番地
200 － 200 0.01

計 － 200 － 200 0.01

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役

製造部・技術部・営業部　管掌

取締役

製造部長兼技術部長
樅山政道 2021年9月16日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2021年7月1日から2021年9月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年4月1日から2021年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表につい

て、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年3月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年9月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,151,440 1,228,364

受取手形及び売掛金 710,101 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 832,940

商品及び製品 125,866 97,099

仕掛品 502,284 487,337

原材料及び貯蔵品 322,112 342,215

その他 57,057 34,566

貸倒引当金 △430 △480

流動資産合計 2,868,431 3,022,044

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,777,085 1,793,658

減価償却累計額 △1,129,151 △1,157,034

建物及び構築物（純額） 647,933 636,624

機械装置及び運搬具 1,360,946 1,353,584

減価償却累計額 △1,212,020 △1,215,044

機械装置及び運搬具（純額） 148,925 138,540

土地 1,599,007 1,597,291

建設仮勘定 7,886 52,201

その他 225,494 232,683

減価償却累計額 △200,177 △204,426

その他（純額） 25,316 28,257

有形固定資産合計 2,429,069 2,452,915

無形固定資産   

のれん 19,181 11,497

その他 5,088 5,680

無形固定資産合計 24,270 17,177

投資その他の資産   

投資有価証券 793,948 814,815

その他 112,706 106,249

貸倒引当金 △637 △637

投資その他の資産合計 906,016 920,426

固定資産合計 3,359,357 3,390,519

資産合計 6,227,788 6,412,563
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年3月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年9月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 342,063 334,751

短期借入金 20,000 20,000

未払法人税等 64,777 80,324

賞与引当金 74,737 84,740

その他 173,909 196,004

流動負債合計 675,488 715,821

固定負債   

役員退職慰労引当金 234,104 223,624

退職給付に係る負債 151,727 158,801

その他 8,262 9,896

固定負債合計 394,094 392,322

負債合計 1,069,582 1,108,143

純資産の部   

株主資本   

資本金 179,605 179,605

資本剰余金 275,336 275,336

利益剰余金 4,451,408 4,574,582

自己株式 △189 △189

株主資本合計 4,906,161 5,029,335

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 194,195 208,133

為替換算調整勘定 39,995 46,402

その他の包括利益累計額合計 234,190 254,535

非支配株主持分 17,853 20,548

純資産合計 5,158,205 5,304,420

負債純資産合計 6,227,788 6,412,563
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年4月 1日
　至　2020年9月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年4月 1日
　至　2021年9月30日)

売上高 1,726,488 1,776,814

売上原価 1,078,313 1,092,530

売上総利益 648,174 684,283

販売費及び一般管理費 ※ 449,519 ※ 460,836

営業利益 198,655 223,447

営業外収益   

受取利息 131 130

受取配当金 9,786 12,977

受取賃貸料 1,612 4,845

為替差益 1,381 5,377

助成金収入 2,000 －

その他 1,334 1,444

営業外収益合計 16,246 24,775

営業外費用   

支払利息 49 32

売上割引 68 －

賃貸収入原価 － 3,139

その他 － 0

営業外費用合計 118 3,171

経常利益 214,783 245,050

特別利益   

固定資産売却益 395 21

特別利益合計 395 21

特別損失   

固定資産除売却損 140 467

特別損失合計 140 467

税金等調整前四半期純利益 215,038 244,605

法人税等 59,893 80,625

四半期純利益 155,145 163,979

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,061 1,287

親会社株主に帰属する四半期純利益 154,083 162,692
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年4月 1日
　至　2020年9月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年4月 1日
　至　2021年9月30日)

四半期純利益 155,145 163,979

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 51,353 13,937

為替換算調整勘定 △21,011 7,815

その他の包括利益合計 30,342 21,753

四半期包括利益 185,487 185,733

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 184,877 183,037

非支配株主に係る四半期包括利益 610 2,695
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

     （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年4月 1日
　至　2020年9月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年4月 1日
　至　2021年9月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 215,038 244,605

減価償却費 53,320 53,925

のれん償却額 7,684 7,684

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,589 59

賞与引当金の増減額（△は減少） 650 9,963

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 9,157 7,527

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,420 △10,298

受取利息及び受取配当金 △9,918 △13,107

支払利息 49 32

固定資産売却損益（△は益） △395 △21

有形固定資産除却損 140 467

助成金収入 △2,000 －

売上債権の増減額（△は増加） △8,698 △111,769

棚卸資産の増減額（△は増加） 58,823 30,445

仕入債務の増減額（△は減少） △12,284 △8,507

その他 △35,765 14,949

小計 280,635 225,955

利息及び配当金の受取額 8,781 12,038

利息の支払額 △49 △32

法人税等の支払額 △115,044 △42,137

助成金の受取額 2,000 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 176,322 195,824

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △326,188 △72,738

有形固定資産の除却による支出 － △791

有形固定資産の売却による収入 395 21

無形固定資産の取得による支出 △109 △1,276

投資有価証券の取得による支出 △93,860 －

投資有価証券の払戻しによる収入 1,207 76

定期預金の払戻による収入 302 －

貸付けによる支出 △561 △194

貸付金の回収による収入 1,067 755

差入保証金の差入による支出 △74 △145

投資活動によるキャッシュ・フロー △417,822 △74,291

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △98 －

配当金の支払額 △39,529 △39,513

財務活動によるキャッシュ・フロー △39,628 △39,513

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,398 △5,093

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △288,526 76,924

現金及び現金同等物の期首残高 1,363,330 1,151,440

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,074,803 ※ 1,228,364
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

これにより、従来は販売費及び一般管理費として計上しておりました販売手数料等の一部及び営業外費用に計

上しておりました売上割引については、売上高から減額しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高8,892千円、販売費及び一般管理費8,862千円、営業外費用30千

円減少しておりますが、経常利益及び税金等調整前四半期純利益には影響はありません。また、利益剰余金の当

期首残高への影響はありません。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示す

ることといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度

について新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企

業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間

に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、当該会計基準等の適用が四

半期連結財務諸表に与える影響はありません。
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（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、税引前四

半期純利益に一時差異等に該当しない重要な差異を加減した上で、法定実効税率を使用する方法によっておりま

す。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染拡大の影響）

新型コロナウイルス感染拡大の影響は、一定期間続くものとして、会計上の見積り及び仮定の設定を検討し

ておりますが、現時点において重要な影響を与えるものではないと判断しております。しかしながら、新型コ

ロナウイルス感染拡大による影響は不確定要素が多く、今後の状況の変化によっては、当連結会計年度以降の

連結財務諸表において重要な影響を及ぼす可能性があります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当該仮定に重要な変更は行っておりません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度
（2021年3月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2021年9月30日）

受取手形裏書譲渡高 30,114千円 28,825千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自　2020年4月 1日
　　至　2020年9月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　2021年4月 1日
　　至　2021年9月30日）

給与手当 167,854千円 172,166千円

賞与引当金繰入額 33,874千円 37,579千円

役員退職慰労引当金繰入額 6,668千円 6,473千円

退職給付費用 5,122千円 5,022千円

貸倒引当金繰入額 △128千円 59千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2020年4月 1日
至　2020年9月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年4月 1日
至　2021年9月30日）

現金及び預金勘定 1,074,803千円 1,228,364千円

現金及び現金同等物 1,074,803千円 1,228,364千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年4月1日　至　2020年9月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年6月26日

定時株主総会
普通株式 39,520 30 2020年3月31日 2020年6月29日 利益剰余金

（注）2020年10月1日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っております。「1株当たり配当額」につきまして

は、当該株式分割前の金額を記載しております。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年11月12日

取締役会
普通株式 39,518 30 2020年9月30日 2020年11月30日 利益剰余金

（注）2020年10月1日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っております。「1株当たり配当額」につきまして

は、当該株式分割前の金額を記載しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年4月1日　至　2021年9月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年6月25日

定時株主総会
普通株式 39,518 15 2021年3月31日 2021年6月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年11月12日

取締役会
普通株式 42,153 16 2021年9月30日 2021年11月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年4月1日　至　2020年9月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

四半期連結

損益計算書

計上額 
総合接着・

樹脂加工

特殊設計

機械
計

売上高      

外部顧客への売上高 1,396,916 329,572 1,726,488 － 1,726,488

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － －

計 1,396,916 329,572 1,726,488 － 1,726,488

セグメント利益又はセ

グメント損失（△）
187,323 40,166 227,489 △28,834 198,655

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

総合接着・樹脂加工事業において、当第２四半期連結会計期間に土地及び、建物を取得したことによ

り、セグメント資産が276,057千円増加しております。

 

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 227,489

セグメント間取引消去 6,976

全社費用（注） △35,811

四半期連結損益計算書の営業利益 198,655

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年4月1日　至　2021年9月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

四半期連結

損益計算書

計上額 
総合接着・

樹脂加工

特殊設計

機械
計

売上高      

外部顧客への売上高 1,516,902 259,911 1,776,814 － 1,776,814

セグメント間の内部

売上高又は振替高
55 6,750 6,805 △6,805 －

計 1,516,958 266,661 1,783,619 △6,805 1,776,814

セグメント利益又はセ

グメント損失（△）
254,623 △6,391 248,232 △24,785 223,447

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 248,232

セグメント間取引消去 9,780

全社費用（注） △34,565

四半期連結損益計算書の営業利益 223,447

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

当第２四半期連結累計期間（自　2021年4月1日　至　2021年9月30日）

 （単位：千円）

 

報告セグメント

総合接着・
樹脂加工

特殊設計
機械

計

日本 1,213,024 259,596 1,472,621

アジア 292,562 315 292,877

その他 11,315 － 11,315

顧客との契約から生じる収益 1,516,902 259,911 1,776,814

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 1,516,902 259,911 1,776,814

 

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2020年4月 1日
至　2020年9月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年4月 1日
至　2021年9月30日）

１株当たり四半期純利益金額 58円48銭 61円75銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 154,083 162,692

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
154,083 162,692

普通株式の期中平均株式数（株） 2,634,656 2,634,574

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．2020年10月1日付で普通株式1株を2株とする株式分割を行っております。これに伴い、前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

2021年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………42,153千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………16円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2021年11月30日

（注） 2021年9月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2021年11月12日

ポバール興業株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 鈴木　賢次

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 齋藤　英喜

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

ポバール興業株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間（2021年７月１日から2021年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から

2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ポバール興業株式会社及び連結子

会社の2021年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認

められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半

期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を

作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結

財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レ

ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の

四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、

我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示

されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する

重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項

に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監

査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況に

より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結

財務諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する

注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を

入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責

任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レ

ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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